昭和二十六年法律第四十五号
社会福祉法 

【抜粋】
（利用契約の成立時の書面の交付）
第七十七条　社会福祉事業の経営者は、福祉サービスを利用するための契約（厚生労働省令で定めるものを除く。）が成立したときは、その利用者に対し、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した書面を交付しなければならない。
一　当該社会福祉事業の経営者の名称及び主たる事務所の所在地
二　当該社会福祉事業の経営者が提供する福祉サービスの内容
三　当該福祉サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項
四　その他厚生労働省令で定める事項
２　社会福祉事業の経営者は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令の定めるところにより、当該利用者の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合において、当該社会福祉事業の経営者は、当該書面を交付したものとみなす。


[bookmark: _GoBack]昭和二十六年厚生省令第二十八号
社会福祉法施行規則 

【抜粋】
第十六条　法第七十七条第一項に規定する厚生労働省令で定める契約は、次に掲げる事業において提供される福祉サービスを利用するための契約とする。
一　法第二条第二項第二号に掲げる事業のうち、母子生活支援施設を経営する事業
二　法第二条第三項第一号に掲げる事業
三　法第二条第三項第二号に掲げる事業のうち、次に掲げるもの
イ　障害児相談支援事業
ロ　児童自立生活援助事業
ハ　乳児家庭全戸訪問事業
ニ　養育支援訪問事業
ホ　地域子育て支援拠点事業
ヘ　子育て援助活動事業
ト　助産施設を経営する事業
チ　保育所（都道府県及び市町村が設置したもの並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第六項に規定する認定こども園（保育所であるものに限る。）を除く。）を経営する事業
リ　児童厚生施設を経営する事業
ヌ　児童家庭支援センターを経営する事業
ル　児童の福祉の増進について相談に応ずる事業
四　法第二条第三項第三号に掲げる事業のうち、母子・父子福祉施設を経営する事業
五　法第二条第三項第四号に掲げる事業のうち、次に掲げるもの
イ　老人福祉センターを経営する事業
ロ　老人介護支援センターを経営する事業
六　法第二条第三項第四号の二に掲げる事業のうち、一般相談支援事業及び特定相談支援事業
七　法第二条第三項第五号に掲げる事業のうち、次に掲げるもの
イ　身体障害者福祉センターを経営する事業
ロ　身体障害者の更生相談に応ずる事業
八　法第二条第三項第六号に掲げる事業のうち、知的障害者の更生相談に応ずる事業
九　法第二条第三項第九号に掲げる事業
十　法第二条第三項第十一号に掲げる事業
２　法第七十七条第一項第四号に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。
一　福祉サービスの提供開始年月日
二　福祉サービスに係る苦情を受け付けるための窓口

